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　　公益財団法人静岡県漁業振興基金

　　　　　　公益財団法人静岡県漁業振興基金業務方法書


　　　　　　　　　　　 第 １ 章　　総　　　　　則

（通　　　　則）
第 1 条　公益財団法人静岡県漁業振興基金（以下「この法人」という。）は、定款に定めるもののほか、この業務方法書により第4条に規定する事業に関する業務を行う。

（事業運営の基本方針）
第２条　この法人は、その行う事業の公共的重要性にかんがみ、行政庁及び関係事業者と緊密な連携の下に、その事業を能率かつ効果的に運営するものとする。


　　　　　　　　　　　 第 ２ 章　　自　主　事　業

（基金の事業）
第３条　この法人は、静岡県の水産業の発展に資するため、別表１に定める事業を行うものとする。
２　前項の事業は、関係事業団体等に委託(別紙様式)して行うことができるも　　のとする。


　　　　　　　　　　　 第 ３ 章　　助　成　事　業

（助成金の交付）
第４条　この法人は、静岡県の水産業の発展及び県民生活の向上に寄与するため、静岡県に住所を有し、広く漁業公害対策及び沿岸漁業の環境整備に寄与する事業を行う団体が、別表２に定める事業を行うために要する経費に対し、此の業務方法書の定めるところにより、予算の範囲内で助成金を交付する。

（事業の経費等）
第５条　前条に規定する事業の経費及びその助成率又は助成額は、別表２に定めるとおりとする。

（助成金等の交付申請）
第６条　助成金等の交付申請をしようとする事業団体等は、毎年度、理事長が別に定める日までに助成金等交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、理事長に提出しなければならない。
(1)事業計画書（様式第２号）
(2)収支予算書（様式第３号）
(3)その他理事長が必要と認める書類（様式第４号他）

（助成金等の交付通知）
第７条　理事長は、前条の規定による申請書を受理した場合は、助成金等を交付することについて、その適否を審査委員会に付託し、審査委員会が適当と認めた時は助成金の交付を決定し、当該審査をした事業団体等に助成金交付決定通知をする。
２　理事長は、前項の場合において適正な交付を行うため、必要があるときは助成金等の交付の申請に係る事項につき修正を加えて、助成金等の交付の決定をすることがある。

（助成金等の交付条件）
第８条　次の各号に掲げる事項は、理事長が助成金等の交付の決定をする場合に付する条件となるものとする。
(１)助成金等の交付決定通知をされた事業団体等(以下「助成対象者」と　 いう。）は、助成金の交付の通知をされた水産関係事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ理事長の承認を受けなければならない。
(２)助成対象者は、当該助成事業が予定の期間内に完了しない場合、又は助成事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに理事長に報告してその指示を受けなければならない。
(３)助成対象者は、当該助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、当該助成事業の完了の日の属する会計年度から５ヶ年間保管しておかねばならない。
２　理事長は、助成金等の交付の目的を達成するため、必要があると認めるときは、前項に規定する事項のほか必要な条件を付することができる。

（申請の取下げ）
第９条　助成金等の交付の申請をした事業団体等は、第7条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る助成金等の交付の決定の内容またはこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受領した日から起算して20日を経過した日までに申請を取下げることができる。
２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金等の交付の決定はなかったものとみなす。

（事業変更による決定の取消し）
第10条　理事長は、助成金等の交付の決定をした場合でも、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、助成金の交付の決定の全部若しくはその一部を取消し、またはその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがある。ただし、助成事業のうちすでに経過した期間に係る部分についてはこの限りではない。

（実績報告）
第11条　助成対象者は、助成事業が完了したときは、実績報告書（様式第5号）に次に掲げる書類を添えて理事長に提出しなければならない。
(１)事業成績書（様式第６号）
(２)収支決算書（様式第７号）
(３)事業の完了を証する写真等
(４)その他理事長が必要と認める書類（様式第４号）

（助成金等の額の確定等）
第12号　理事長は、前条の規定による報告書を受理した場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る助成事業の成果が助成金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しているかを調査し、適合すると認めるときは交付すべき助成金等の額を確定し当該助成対象者に通知する。
２　理事長は、前項の場合において、その報告に係る助成事業の成果が助成金等の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めたときは、当該助成事業につきこれに適合させるための措置をとることを、当該助成対象者に対して指示することがある。

（助成金等の交付）
第13条　助成金等は、助成事業の完了後に交付するものとする。ただし、理事長は、助成金等の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、助成事業完了前に助成対象者に対し助成金等の全部又は一部を概算払いにより交付することができる。

（決定の取消し）
第14条　理事長は、助成対象者が助成金等を他の用途に使用し、その他助成事業に関して助成金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件、その他法令又はこの業務方法書に基づく理事長の指示に違反した時は、助成金等の交付の決定の全部又は一部を取消すことがある。
２　前項の規定は、助成事業について交付すべき助成金等の額の確定があった後においても適用があるものとする。

（助成金等の返還）
第15条　理事長は、助成金等の交付の決定を取消した場合において、助成事業の当該取消しに係る部分に関し既に助成金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。
２　理事長は、助成対象者に交付すべき助成金等の額を確定した場合において、既にその額をこえる助成金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。


附　則　　この業務方法書は、昭和54年３月２日から施行する。

　　　　　　昭和63年４月　一部改正
　　　　　　平成９年４月　一部改正
　　　　　　平成22年８月　一部改正

附　則　　この業務方法書は、公益財団法人静岡県漁業振興基金が登記された日から施行する。　　　　　　　　　　　　　（注：登記日　平成22年12月1日）

別表１

　1.漁業振興公害対策事業
　　(1)漁業振興対策事業
　　　①漁業振興事業
　　　　ア　資源の増大、漁場の整備開発等漁業振興に係る事業
　　　　イ　漁業経営改善強化に係る事業
　　　　ウ　漁業情報の収集、発信に係る事業
　　　②漁場開発調査指導事業
　　　　ア　漁場開発の調査研究
　　　　イ　新規漁業の開発調査
　　(2)漁業公害対策事業
　　　①公害対策普及指導事業
　　　　ア　水産公害に関する講習会、研究会等の開催
　　　　イ　漁業被害の調査、対策指導及び公害防止の普及
　　　②漁業被害対策事業
　　　　ア　原因者不明、あるいは、不特定多数による各種水産公害に係る被害漁業者　　　　　　等に対する救済金の支給
　　　　イ　被害漁業者に係る補償対策
　　(3)漁業環境保全対策事業
　　　①漁業被害防除対策事業
　　　　ア　海中及び海岸の障害物、廃棄物除去対策
　　　　イ　漁業の安全操業の指導
　　　　ウ　漁場の環境保全対策及び整備指導
　　　②漁業環境調査事業
　　　　ア　漁業環境及び魚族資源の調査
　　(4)教育広報事業
　　　①漁業者等育成事業
　　　　ア　漁業労働力対策指導
　　　　イ　漁業後継者育成指導
　　　　ウ　漁業技術研究開発指導
　　　②広報事業
　　　　ア　広報、普及資料の作成配布
　　　　イ　講習会、研修会等の開催
　　　　ウ　諸情報の収集と提供

　2.栽培漁業推進事業
　　(1)栽培漁業促進のための種苗放流の実施
　　(2)栽培漁業に係る調査研究
　　(3)放流効果の実証と普及指導
別表２
	事 　業
	経　　　　費
	助成率及び額

	
	広域振興事業(県内沿岸域)
	地域振興事業(特定の沿岸域)
	

	(1)漁業振興対策事業
	1 ①事業団体等が、漁業資源の維持･増大に係る調査または研究に要する経費
②事業団体等が、磯焼け対策等沿岸漁場の機能回復に要する経費
③事業団体等が経営の合理化を図るための経費
	①事業団体等が、漁業資源の維持･増大を図るため種苗放流に要する経費
②事業団体等が、漁業生産施設の整備に要する経費
③事業団体等が、漁港施設の整備に要する経費
	予算の範囲内で理事長が別に決める額

	(2)漁業公害対策事業
	①事業団体等が、公害対策普及指導等の研修会を開催するために要する経費、又は漁業被害の調査及び対策指導の経費、並びに公害防止のために要する経費
	①事業団体等が、漁場監視活動をするために要する経費
②事業団体等が、公害防止のために要する経費
	

	(3)漁業環境保全対策事業
	①複数の事業団体等が、広域的に海中及び海岸の廃棄物、障害物による漁業被害を防除するために要する経費、又は海辺、河川等漁場周辺の清掃事業を行うのに要する経費
	①事業団体等が、海中及び海岸の廃棄物、障害物による漁業被害を防除するために要する経費、又は海辺、河川等漁場周辺の清掃事業を行うのに要する経費
	

	(4)教育広報事業
	①事業団体等が、漁業者の育成事業の指導に要する経費
②事業団体等が、広報活動に要する経費
	
	

	(5)その他
	理事長が特に必要と認めた経費
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